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中部地域づくり協会の基本理念等 
 

【目指すべき姿】 

中部地方におけるインフラの整備・管理や防災対策等に関して、これまでに蓄積

してきた経験・技術・ノウハウを更に進化させ、地域のみなさまから信頼され、選

んでいただけるように挑戦し続ける組織を目指します。 
 
【行 動 指 針】   

「目指すべき姿」を実現し、更なる地域貢献を果たすために、協会が一体となっ

て「５つの行動指針」に基づいて行動します。 

 

 
 

地域のみなさまから信頼され挑戦し続ける組織を目指します 

1. お客さまの立場に立って考え行動します。 

2. 現場の視点を大事にして考え行動します。 

3. 新たな視点で積極的にチャレンジします。 

4. 時代や社会の変化に応じ見直すべきは速やかに見直します。 

5. 多様な個性や意欲・能力を伸ばし知恵と力を結集します。 
 

（知識）

地域づくり・行政支援のプロとして、

多様で高度な知識・技術を有し

自己研鑽しつづける人財

（行動）

自律的に課題形成・対策立案ができ、

あらゆることに当事者意識をもち、

業務の垣根を越えて

リーダーシップを発揮する人財

（姿勢）

人との繋がりを大切にし、

あわせて常に新たな視点を持ち、

社会の変化に応じた

挑戦を続けることのできる

変革意欲のある人財

求められる職員像…基本理念を支える人財を育てます 
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中部地域づくり協会・中期ビジョン（～2030） 

 
 
 
１．中期ビジョン策定の経緯 
 
１）中期ビジョン(～2025）の経過 

当協会は平成 25 年 4 月に一般社団法人へ移行、平成 27 年度末には発注者支援業務

等からの完全撤退等、組織体制や収益構造等を大きく見直さざるを得ない局面にも直

面した。 
 

 このため、協会の方向性を共有すべく、令和 2 年度に令和 7 年度を目標とする「中

期ビジョン(～2025)」をとりまとめた。 
 
 また、中間年度にあたる令和 5 年度には、その後の経営環境の変化や事業の進展を

踏まえた見直しを行うとともに、最終年度である令和 7 年度には、この 5 か年間を振

り返り、積み残された課題や新たな課題等、総括的なＰＤＣＡを行った。 
 
２）新たな中期ビジョン(～2030)の策定 
 社会資本の整備・管理や防災対策等を取り巻く課題は今まで以上に大きく変化し深

刻化している。また、これらの対応を支える担い手の不足は協会の組織体制づくりの

上でも喫緊の課題となっている。 
 
 こうした情勢を踏まえ、前出のとおり中期ビジョン(～2025)の振り返り、協会職員

全員参加のもと意見交換等を行い、協会としての今後の課題と取組の方向性を「中期

ビジョン(～2030)」として取りまとめた。 
 
 「中部地域づくり協会の基本理念」を普遍のものとしつつも、協会を取り巻く環境

の変化に感度を高め、本ビジョンに基づく個々の施策については柔軟かつ機動的に見

直し共有していきたいと考えている。 
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２．令和 12 年度（2030 年度）を目標とした事業展開（基本的考え方） 
 
国土の利用、整備及び保全並びに災害防止に関する事業の円滑な推進を図り、もっ

て国土の健全な発展に寄与することを目的に、公益事業並びに収益事業を実施してき

ている。 
これまでに蓄積してきた技術・ノウハウを継続的に磨きをかけ、専門集団としての

誇りをもってインフラの整備・管理や防災対策等に関する社会課題に対応していく。 
 
   
（１）次世代に向けた公益事業の着実な展開 
 
 地域づくり、防災や環境に関する公益的な取組が地域の信頼を生み、新たなつなが

りを創り出す。また、そこでの成果は次なるステップへの資源となり、成長し、地域

への貢献をさらに拡げる。 
私たちはそうした思いを込め、公益事業の着実な展開とそのための挑戦を続ける。 

 
１）地域づくりに関する事業 
 地域の社会課題等に取り組む活動の輪を拡げ、多様な主体による地域づくりのさら

なる活性化を促進する。支援対象の活動分野も「中部圏広域地方計画中間とりまとめ

（案）」で示された将来像の実現に寄与する内容のものにも拡げていく。 
 また、地方整備局や県等とともに、体制が十分でない自治体の行政支援のあり方を

探り、協会としての役割を具体化する。 
ア．中部の未来創造大賞等による地域づくり活動の顕彰 
イ．多様な地域づくり活動ヘの助成 
ウ．公共用地補償に関する相談助言   等 

 
 
２）環境の整備、保全に関する事業 
 ネイチャーポジティブに資する自然環境や生態系の保全・再生、気候変動とも関係

するカーボンニュートラル等の課題に身近なところから取り組み、持続可能な社会の

実現に貢献する。 
ア．会員等による環境の整備・保全・美化 
イ．環境保全・再生活動団体の情報発信や交流の場の提供   等   

 
３）防災活動に関する事業 
 切迫する南海トラフ地震や激甚化・頻発化する気象災害等を一人ひとりが自分事と

してとらえ、誰一人取り残さない防災・減災対策が進められる環境構築に貢献する。  
 このため、多様な主体との連携を図りつつ、当事者意識の向上や次世代育成等の取

組を展開するとともに、災害発生時等においては関係機関・団体を引続き支援する。 
ア．防災に関する広報・啓発 
イ．防災教育支援と人材育成 
ウ．TEC- FORCE・防災エキスパート・河川等災害アドバイザー等関係機関へ 

の支援   等 
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防災エキスパート活動については、地方整備局と調整を図りながら、災害の緊迫す

る現場で円滑に連携できるよう、相互の結び付きを深める取組を実践に移す。また、

国が令和７年度に創設した「TEC-FORCE 予備隊員」制度についても、協力を行って

いく。 
 
４）広報に関する事業 
 インフラの整備・管理や災害防止等について、より関心が高まり理解が深まる広報

広聴の取組を展開、次世代の担い手育成に貢献する。 
ア．インフラ整備の課題等を訴求する活動への参画や支援 
イ．流域治水等防災・減災に関する広報・啓発 
ウ．現場見学会等インフラを活用した学習・体験活動   等 

 
５）研究会、講演会等に関する事業 
 地域づくりや防災等に関する基礎的な知識から最新の知見・情報までを幅広く提供

することにより自己啓発・研鑽を支援する。 
ア．中部地域づくり講演会 
イ．災害復旧事業等の講習会 
ウ．建設技術講習会   等 

 
 今日的なテーマや地域のニーズに合ったテーマを設定するとともに、実施回数や開

催方法(シンポジウム、セミナー等)の多様化を探る。 
 
６）調査研究及び研究助成に関する事業 
 これからの中部の地域づくりに資する調査研究、資料収集、情報発信等を推進する。 

ア．国土の整備、保全、防災等に関する研究助成及び人材育成助成 
イ．国土の整備・保全、災害防止等に関する調査研究   等 

 
７）技術開発に関する事業 
 国土の整備・保全や災害防止業務等の高度化・効率化、生産性の向上、安全対策の

充実等に資する研究、技術開発を推進する。 
ア．国土の整備・保全、災害防止等の啓発活動に資する AI や VR 活用ツールの開

発・機能拡充   等 
 
 
（２）収益事業の積極的な取組 
 
 切迫する南海トラフ地震、激甚・頻発化する自然災害等の課題が山積する一方で、

人口減少や少子・高齢化により技術の伝承や担い手の確保が厳しい状況となっている。 
 こうした中、安全・安心を確保し、後世に質の良いインフラを残していくため、協

会の有する技術・ノウハウをさらに高め、国・地方自治体等とともに社会のニーズに

応えていくことがますます期待されている。 
 私たちは専門集団としての誇りと謙虚さをもって、収益事業の更なる品質向上とよ

り優れた成果を提供する等、より質の高い収益事業にむけ挑戦を続けていく。 
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１）地域づくり支援事業（国・地方自治体を支援） 
 国の事業に関するマネジメント系業務等、これまでに蓄積した技術・ノウハウ等を

有効に活用した業務を展開するとともに、事業をより円滑に進めるための課題解決策

の提案能力を磨き、ＤＸの導入等とあわせ組織としての強みにする。また、地方自治

体等のニーズを的確に把握し、新規業務の発掘に積極的に取組んでいく。 
ア．事業促進ＰＰＰ業務 

インフラの計画や事業の調整、関係機関協議等を進める業務であり、計画段階か

らの関与を含め、より効率的により良い成果を提供する。あわせて、課題解決策

の提案等も積極的に進める。 
イ．河川・道路管理の監理業務等（河川管理施設等監理検討業務、河川・道路出張

所監理業務等） 
インフラ管理をシームレスかつ計画的、的確に進めるための業務であり、専門集

団の一員としての経験を活かし協会ならではの成果を提供する。 
ウ．地方自治体への技術支援 
 公共工事発注者支援機関として、技術力の十分でない市町村の技術審査、積算、

監督・検査・工事成績評定等を支援する。あわせて、国等の大規模プロジェクト

と一体的に市町村が行う地域整備等の総合的な監理業務についても情報収集や支

援提案等を積極的に展開する。 
 
実 績 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

大規模な河川･道路事業などの 
事業監理等(事業促進ＰＰＰ) 河川管理施設等監理検討 

 
[道路改築･管理事業] 

高山国道･浜松河川国道･愛知国
道･名四国道･三重河川国道･北勢
国道･紀勢国道･飯田国道 

 
[交通安全対策・維持管理事業] 

岐阜国道･沼津河川国道･飯田国道 
 
[ダム付替道路事業] 

新丸山ダム･設楽ダム 
 
[河川管理事業] 

浜松河川国道 
 
[砂防事業] 

天竜川上流 
 
[リニア関連] 

長野県中川村 
 
[地域整備] 

長野県阿智村 
 

 
木曽川上流･長良川･揖斐川 
 
安倍川･大井川 
 
菊川･天竜川下流 
 
庄内川 
 
豊川･矢作川 
 
木曽川下流 
 
鈴鹿川･雲出川･櫛田川･宮川 
 
天竜川上流 
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２）図書・物資等販売事業  
 建設工事等に必要な図書等の販売事業を継続して行う。 

ア．建設事業に関する図書類の製作・販売 
イ．建設事業に関する物資等の販売   等 
 

３）道路便益増進事業  
 レストイン長島における休憩・トイレ利用・飲料販売等のサービスの提供を継続す

るとともに、トイレの安全性や美観の向上等を図るため令和 6 年度から４カ年計画で

進めているリニューアル事業を完成させ、より快適なサービスを提供する。 
 
４）建設工事等支援事業（民間企業を支援） 
 多様な民間企業のニーズを常に把握・分析し、これに的確に対応していくため、協

会の有する経験・技術・ノウハウを最大限活用する。 
ア．建設工事の品質確保支援（第三者品質証明）  
イ．民間企業の事業推進の支援（情報システム支援・技術的助言等）   等                         

 
５）労働者派遣事業 
  労働者派遣事業については、事業監理業務等のマネジメント系業務の拡大に伴い、

これらの事業へ段階的にシフトしていく。 
 
６）その他事業 
 検定試験（国家資格試験）、団体保険事務等の事務受託事業等を継続して行う。 

ア．検定試験等の事務受託 
イ．建物賃貸借事業 
ウ．職業紹介事業   等 
 

 事務受託事業については、支所における体制面での課題等を整理し、委託者との調

整を図り必要な見直しを実施する。  
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３．信頼され選ばれるための経営基盤の強化 
 
（１）地域から信頼される組織づくり 
 
１）基本理念等の徹底 

○基本理念に示す「目指すべき姿」（「地域のみなさまから信頼され挑戦し続ける組

織」）とそれを実現するための「行動指針」を共有・徹底し、企業文化として根付

かせる。 
○また、本ビジョンに基づく公益・収益事業は、その遂行自体が 2030 年を目標と

する SDGs の達成など社会的要請に応えるものである。したがって、事業を進め

るうえで規範となる行動指針も SDGs の目標等と紐づけ、高い意識をもって何を

すべきかを考え行動に移すとともに、単に事業遂行分野にととどまらず、日々の

暮らし全般にも当事者意識をもってこうした姿勢を根付かせていく。 
 
２）意思決定等ガバナンスの強化 

○組織運営に関する基本的かつ重要な事項については、総会及び理事会において審

議し意思決定し、それを基に各部署で実施計画や目標等を決め、計画的・効率的

な執行に努める。 
なお、理事会が組織運営のチェック機能を果たすため、理事会の独立性を確保

するとともに、多様な専門性や経歴等を有する理事構成により、引続き適正な意

思決定を確保する。 
○各部署で設定した組織・個人の目標等を「見える化」し、目標の達成状況の管理

やＰＤＣＡに有効に活用するとともに、一人ひとりがスピード感をもってスクラ

ップ＆ビルドを含めた不断の業務改善に取り組む。 
○さらに、中期ビジョンの組織全体の到達度を「見える化」した「業績指標」等を

用い、組織全体としてＰＤＣＡを回しながら計画的な業務執行に取り組むととも

に、その執行状況を踏まえつつ常に課題を検証し、必要に応じビジョンの見直し

等機動的な取組を進める。 
 

３）リスクマネジメントの徹底 
○「中部地域づくり協会業務継続計画（ＢＣＰ）」を含め防災業務全般について、

国や自治体の施策等の情報を把握しつつ、必要な見直しを行っていく。 
○また、情報機器に関する業務も行っていることを踏まえ、情報セキュリティー対

策を含めリスクマネジメント体制・対策を常に検証し、機動的に見直しを行って

いく。 
○さらに、組織運営全般のリスク管理として日ごろの業務に関し「悪い情報ほど早

く共有する」姿勢を徹底し、風通しがよく、一人で抱え込まない職場環境を維持・

構築する。そして、失敗を次の成功の足掛かりとする寛容な文化を醸成する。 
 
４）透明性の確保と地域等との協働 

○地域のみなさまや発注者をはじめとする多様な関係者との対話を進めつつ、活動

状況等を分かりやすく公開し説明責任を果たしていく。 
○また、地域のみなさまに理解・信頼される組織となるため、「広報・広聴の基本

方針～伝えよう・知ってもらう中部地域づくり協会～」(令和 5 年 4 月)に基づき、 
・日頃の業務における対話(コミュニケーション)はもとより、ＨＰやＳＮＳ等も
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活用し、わかりやすくタイムリーな情報発信を行う。 
・また、地域からの声を広くお聴きし、今後の業務に反映する双方向コミュニケ

ーションに心がける。 
・上記の取組を通じ、「職員一人ひとりが広報マン」という当事者意識の向上を

図っていく。 
 
 
（２）誰もが働きたくなる職場づくり 
 
１）多様な人材の活用 

○多様な人材が互いを尊重しながら、個々に合わせた働き方ができる取組を進める

など、一人ひとりが能力を最大限発揮し活躍できる職場環境を構築する。 
○このため、多様な雇用形態や勤務制度について、協会事業の進展や変化、職務内

容、業務の実態等を踏まえつつ、引続き常に改善等を進めていく。 
 
２）魅力ある環境づくりの推進 

○協会の使命は短期で達成できるものではなく、中長期的に持続可能な組織運営が

求められている。このため、これを支える協会で働く一人ひとりが自信と誇りを

持ち、生き生きと働けるよう、引続き処遇の改善や福利厚生制度の充実等を積極

的に推進する。 
○また、令和７年１１月、厚生労働大臣より子育てサポート企業として「くるみん

認定」を受けたが、法定を上回る育児・介護のための短時間労働や休業制度等、

男女を問わずライフイベントにあわせた働き方ができるような取組を引続き積極

的に展開する。 
 
３）コミュニケーションの充実 

○協会の使命を高いレベルで達成するため、他者を尊重しつつ話を受け容れる姿勢

で、日ごろのコミュニケーションをより活性化し風通しの良い職場環境を管理職

が中心となって構築する。 
○また、個々の目標を見える化し共有することにより、叡智を結集するためコミュ

ニケーション活動を展開するとともに、優れた取組について表彰するなど水平展

開を進める。 
○さらに、担当者会議の定期開催や若手勉強会等組織横断的なコミュニケーション

を活性化させるための取組を拡充し、お互いに顔がみえ、刺激しあえる組織づく

りを進める。 
 
４）ＤＸを活用した業務の効率化、高度化、生産性の向上 

○業務の効率化、高度化、生産性の向上等を図るため、ＡＩの活用を含め、引続き

ＤＸの推進を計画的に図っていく。 
また、これらに関する人材育成を事務系、技術系を問わず展開を行う。 

 
５）執務環境の向上 

○職員のニーズや多様な働き方に対応したオフィス環境(例えば、WEB 会議スペー

スの確保や打合せコーナーの充実等)や設備・備品の充実を進める。 
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（３）明日の協会を担う人材育成 
 
１）求められる職員像 

○協会の基本理念に示す「目指すべき姿」の実現は、職員一人ひとりの取組に支え

られている。このため、人財こそ何にも増して優位される経営資源であるという

考えのもと、「求められる職員像」にむけ、一人ひとりが自律的に考え行動するこ

とを促す取組を職員とともに積極的に進める。（P.1 参照） 
 

２）自律的なキャリア形成支援 
○「求められる職員像」に示す自律的な次世代リーダーを育成するため、企画提案

力、現場力、コミュニケーション力等を磨きつつ、一人ひとりの個性を伸ばし、

協会の強みとして活かしていけるような教育・研修(ＯＪＴや人事交流を含む)・資

格取得支援等を推進する。 
○あわせて、若手勉強会等自主的な能力向上等の取組が活性化するよう勤務時間の

扱い、オフィスや資機材の提供等、組織としても支援する。 
○また、人材育成の観点から、職員が目標を立て所属長がフィードバックしつつ、

業績や貢献度に応じた評価を行う枠組みについて検討し運用していく。 

 
３）女性職員の活躍を推進する育成 

〇協会業務の変遷、それを取り巻く DX・AI 等の進展さらには昨今の雇用状況等を

踏まえると、女性の個性や能力を活用することがますます重要となってきており、

女性活躍推進といった視点での人材発掘や育成について検討し、逐次具体化を図

る。 

受験可能時期（実務経験内容により変動あり）

※この「標準的キャリアプラン」はモデルプランであり、おおよその目安を示すものです。

実務経験年数

100
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（４）挑戦し続けるための組織体制と財務基盤の強化 
 
１）中長期的視野に立った組織体制の充実 

○協会の使命は、短期で達成できるものではなく、中長期的に持続可能な組織運営

が不可欠である。このため、当面の業務執行という短期的視点だけではなく、組

織や業務運営を視野に入れた中期的な視点の双方から、事業執行体制を計画的に

強化していく。 
○令和８年度～令和 12 年度の 5 年間の「新規職員の採用計画」を策定し、特に未

来の協会を担う若手職員及び若手職員の教育を担いつつ業務運営の中心となる３

０代から４０代の中堅職員の採用（キャリア採用）を積極的に進める。 
○また、情報の見える化を推進し、垣根を越え協会一体となった対応を可能とする

こと等により、知恵を結集し組織能力を最大化するなど、柔軟で機動的な体制構

築のための多様な取組を継続する。 
 
（参考）新規職員の採用計画 

・着実な業務運営を支える中・長期的な組織維持を図るため、今後５年間（令和

８年度～令和 12 年度）に亘り、新規職員の採用を計画的に進める。具体的に

は、毎年度、5 名程度（5 年間で 25 名程度）を採用する。 
 
２）持続可能な財務基盤の強化 
【一般社団法人移行後の財務状況】 

○発注者支援業務等からの撤退直後は、極めて厳しい財務状況であったが、マネジ

メント系業務等を中心とした新規業務へ積極的にチャレンジし、令和 3 年度以降

は単年度黒字化を継続。協会の財務基盤は安定的な軌道に乗りつつある。 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（単位：百万円） 
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【中期財務目標】 

○中部地域づくり協会は、国土の整備・保全や災害防止等、公共性・公益性の高

い使命の遂行を目的とする非営利組織である。したがって、利益追求を目的とす

る目標設定は行わない。 
○しかしながら、協会に課された使命を遂行するには中長期的な取組が不可欠で

あり、それを支えうる持続可能な財務基盤を確保する視点は極めて重要である。 
○特に、本ビジョンでは組織能力向上のための業務内製化を含め中長期的な体制

強化やワークライフバランス向上等の働き方改革の推進等を計画しており、こ

れを可能とする財務基盤とすることが不可欠である。 
○このため、令和 8 年度から令和 12 年度までの 5 年間の中期財務計画を次のと

おりとする。 
①地域から信頼され挑戦し続ける組織であるため、中長期的な体制強化や働

き方改革等に必要となる費用と、それに見合う収益等を常に検証するとと

もに、引続き生産性の向上や経費の縮減に取り組むことにより持続可能で

健全な財務基盤を構築する。 
②収支目標としては、体制強化等次世代への投資財源確保の観点から事業を

成長させつつ現状の単年度黒字水準をできる限り維持することを基本とす

る。 
③なお、この目標については、必要に応じて見直ししつつ、毎年度における

収益目標等さらに具体的な指標を活用しながら、目標の達成に向けて努め

ていく。 
 
 

 


